
 

リベットと高力ボルトを併用した継手の 

力学的挙動と耐力評価 
 

 

 

判治 剛 1・鷲見 俊哉 2・舘石 和雄 3・清水 優 4・ 

長坂 康史 5・竹渕 敏郎 6 

 
1正会員 名古屋大学大学院准教授 工学研究科土木工学専攻（〒464-8603 愛知県名古屋市千種区不老町） 

E-mail: hanji@civil.nagoya-u.ac.jp (Corresponding Author) 

2学生会員 名古屋大学大学院 工学研究科土木工学専攻 博士前期課程（同上） 

E-mail: sumi.shunya@b.mbox.nagoya-u.ac.jp 

3フェロー会員 名古屋大学大学院教授 工学研究科土木工学専攻（同上） 

E-mail: tateishi@civil.nagoya-u.ac.jp 

4正会員 名古屋大学大学院助教 工学研究科土木工学専攻（同上） 

E-mail: shimizu@civil.nagoya-u.ac.jp 

5正会員 川田工業株式会社（〒764-8520 香川県仲多度郡多度津町西港町 17） 

E-mail: yasushi.nagasaka@kawada.co.jp 

6正会員 MK エンジニアリング株式会社（〒154-0012 東京都世田谷区駒沢 2-16-1 サンド－駒沢ビル 6F） 

E-mail: takebuchi@mkeng.co.jp 

 

 損傷したリベット継手を補修する場合，リベットを摩擦接合用高力ボルトに取り替える方法が用いられ

ることが多い．一部のリベットを高力ボルトに取り替えた継手では，荷重伝達機構の異なる支圧接合と摩

擦接合が共存することになるが，リベットと高力ボルトを併用した継手の力学的挙動は十分に明らかにさ

れていない．そこで本研究では，リベットと高力ボルトの配置パターンの異なる併用継手を用いた引張試

験により，併用継手の力学的挙動や限界状態を明らかにした．また，引張試験を再現した有限要素解析に

より，併用継手内の荷重分担割合や限界状態に至るメカニズムを示した．さらに，併用継手の耐力評価法

を示し，得られた結果を基に，その妥当性を検証した． 

 

     Key Words: riveted joints, friction-type high-strength bolted joints, combination joints, limit states 

 

 

1. はじめに 

 

 鋼橋における主な接合方法には，リベット接合，溶接

接合，高力ボルト接合があり，昭和 30 年代前半までは

リベット継手が主流であった 1), 2)．リベット継手は，施

工時に騒音や危険を伴うことや，リベットを取り扱うこ

とができる技術者がほとんどいないことなどから，現代

の橋梁に用いられることはない．しかし，リベット継手

が使われている古い橋は現在も多数存在する 3), 4)． 

 リベットにゆるみや腐食などの損傷が生じた場合，損

傷したリベットを抜き取り，新しいリベットや高力ボル

トに置き替えて補修される 3), 5)．新しいリベットに取り

替える方法では，リベットが腐食による母材の凹凸に追

従し，かつ，リベット孔に隙間なく充填されるため，腐

食部の補修には適しているといわれている 6)．また，取

替え補修後の鉄道橋の腐食状況調査 7)によると，リベッ

トは高力ボルトに比べて腐食しているものが少なく，腐

食に対してはリベットの方が優位であると報告されてい

る．一方で，施工に要する時間や騒音の観点からは，リ

ベットによる補修は摩擦接合用高力ボルトによるそれに

劣ることが示されている 6)．また，リベット施工は技術

者の経験によるところが大きいが，人材の確保や技能の

伝承がままならず，施工管理や品質管理の面においても

課題が多い．打込み式高力ボルトを用いた場合にも，リ

ベット孔の径とボルト径の調整が難しいなどの施工上の

問題が指摘されている 6)． 

 このような施工上の理由から，リベット継手の補修で

は，損傷したリベットを摩擦接合用高力ボルトに置き替
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えることが多い．この場合，リベット継手ではそもそも

接合面の摩擦を期待しておらず，接合面に塗布されてい

る鉛丹錆止め塗料等の影響により，十分なすべり係数を

確保できないことが指摘されている 5)．また，継手内の

一部のリベットを摩擦接合用高力ボルトに替えた場合に

は，支圧接合と摩擦接合が混在する状態，つまり荷重伝

達機構の異なる接合が同一継手内に共存することになる．

よって，取替え補修後の継手性能を評価する際には，こ

れらの点を考慮することが重要となる． 

 荷重伝達機構の異なるリベットと高力ボルトを併用し

た継手（以下，併用継手と呼ぶ）に関しては，建築分野

において過去に実験的な検討が行われている 8), 9)．併用

継手を用いた引張試験により，高力ボルトの割合やリベ

ットの施工状況，リベットと高力ボルトの施工順序など

により変形性状が若干変化することや，継手耐力の評価

においてはリベットと高力ボルトの各設計耐力の累加が

成り立つ可能性が示唆されている．一方で，併用継手内

の荷重分担割合や限界状態に至るメカニズムまでは十分

に検討されていない．また，接合面の状態のよい継手が

対象であり，接合面に十分な摩擦力を期待できないよう

な既設橋のリベット継手に対しても同様の考え方が適用

できるかは不明である． 

 橋梁分野では，1980（昭和 55）年の道路橋示方書 10)や

鋼構造物設計指針 11)において，力の伝達機構の違いから

リベット接合と摩擦接合を併用してはならないと明記さ

れていることなどから，これまで併用継手の使用はほと

んどなく，関連する研究もあまりみられなかった 2)．し

かし近年，古いリベット橋の補修補強の必要性が高まっ

ており，腐食したリベット継手そのものの力学性能に関

する研究 12)だけでなく，リベットを高力ボルトに置き替

えた継手の性能評価 13), 14)やリベットの取替え順序に関す

る実験的検討 15)，リベットを部分的に高力ボルトに置き

替えた併用継手に関する検討 16), 17)が行われ始めている．

併用継手に関する研究では，例えば，有限要素解析によ

り，高力ボルトへの取替え本数によって耐荷力が異なる

ことが示唆されている 16)．また，リベット橋梁から採取

した継手に対して，高力ボルトによる取替えパターンを

変えて引張試験が行われており，ボルト取替えによって

耐力が向上する可能性が示されている 17)．しかし，試験

条件や試験体数が限られており，汎用的な継手耐力の評

価法には結びついていないのが現状である． 

 今後ますます進む橋梁の高齢化を考えると，リベット

と高力ボルトの併用継手の力学的挙動を明らかにし，そ

の耐力評価法を構築することは有益であると考えられる．

そこで本研究では，リベットを摩擦接合用高力ボルトに

より補修することを想定し，取り替える位置や本数が併

用継手の力学的挙動や限界状態に与える影響を明らかに

するとともに，継手耐力の評価法を検討することを目的

とする．具体的にはまず，リベットと高力ボルトの配置

パターンを変えた試験体を新たに製作し，引張試験によ

り併用継手の力学的挙動や限界状態を明らかにした．ま

た，引張試験を再現した有限要素解析により，併用継手

の荷重分担割合と取替え位置の関係を整理した．さらに，

併用継手の耐力を簡単に予測する方法を示し，得られた

結果を基に，その妥当性を検討した．なお以下では，摩

擦接合用高力ボルトを単に高力ボルトと称する． 

 

 

2. 併用継手試験体の製作 

 

 本研究では，リベットの取替え位置や本数の影響のみ

を検討しやすくするために，接合面の状態や施工条件を

できるだけ揃えた併用継手を新たに製作した．以下に試

験体の詳細を述べる． 

 

(1) 試験体の概要 

 試験体の形状および寸法を図-1に，供試材料の機械的

性質を表-1 に示す．なお，図-1(c)は次節で述べるすべり

試験体（S シリーズ）である．併用継手試験体の母材

（板厚 12, 19 mm の鋼板）とリベットの機械的性質は，
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図-1 試験体（単位：mm） 

 

(a) 併用継手試験体 Aシリーズ 

(b) 併用継手試験体 Bシリーズ 

(c) すべり試験体 Sシリーズ 
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試験体と同条件で製作したリベット継手から切り出した

丸棒試験片による材料試験から求めたものである．試験

片形状は JIS Z 2241 の比例試験片とし，平行部の径は，

母材に対しては 6 mm，リベットに対しては 3 mmとした．

試験片は，母材の板厚中央およびリベット軸中央からそ

れぞれ採取した．なお，連結板に用いた板厚 9 mm の鋼

板および高力ボルトについてはミルシートによる降伏強

度と引張強度のみを示している． 

 図-1(a), (b)に示すとおり，併用継手試験体は 2 面せん

断継手とした．試験対象は図中の右側（以下，試験側と

呼ぶ）の継手部であり，リベットと高力ボルトをあわせ

て 3本用いた 1行 3列配置とした．過去の検討 16)を参考

にし，リベットの降伏が生じる前に母材の降伏が生じな

いように試験側の寸法を決定した．また，図中の左側

（以下，固定側と呼ぶ）はボルト継手とし，試験側が破

断するまで母材やボルトが降伏しないようにした．試験

側には呼び径 19 mm のリベットと F10T，M20 の高力ボ

ルトを，固定側には F10T，M22 の高力ボルトをそれぞ

れ用いた．試験側の孔径は，文献 18)を参考に，リベッ

トの呼び径に 1.5 mmを加えた 20.5 mmとし，固定側の孔

径は 24.5 mmとした 19)．また，縁端距離（はしあき，へ

りあき），リベット孔やボルト孔のピッチ，ゲージにつ

いても指針類 18), 19)に準拠している．試験体に用いた鋼板

と高力ボルトの組合せは表-2に示すとおりである．なお，

表中の値は表-1に示す材料番号に対応している． 

 リベット継手に働く力には，リベット働長に作用する

支圧力とリベット断面に作用するせん断力がある．それ

らの力に対するリベット 1 本あたりの支圧耐力 Prbyとせ

ん断降伏耐力Prsyはそれぞれ次式により計算できる． 

 
rby b rP td= σ  (1a) 

 2 / 4rsy y rP m d= τ π  (1b) 

ここで，σbはリベットの支圧強度，τ yはリベットのせん

断降伏強度，tは母材の板厚または連結板 2枚の総厚，dr

はリベット径，m は接合面数である．なお，リベット径

にはリベットの呼び径を用いる．式(1)により求められ

る支圧耐力とせん断降伏耐力のうち小さい方がリベット

の降伏耐力Pryとなる． 

 { }min ,ry rby rsyP P P=  (2) 

 リベットの支圧強度σbとせん断降伏強度 τ yについて考

える．例えば文献 20)では，多くの実験結果から，せん

断降伏強度 τ yはリベットの引張降伏強度の 0.7 ~ 0.9倍に

なると述べられている．各種設計指針をみると，1970

（昭和 45）年の鋼構造設計規準 21)や 1980（昭和 55）年

の塔状鋼構造設計指針 22)では，リベットを SS41 相当と

すると，リベットの許容引張応力度に対する許容支圧応

力度と許容せん断応力度の比を，それぞれ 1.88と 0.75と

している．また，1980（昭和 55）年の道路橋示方書 10)で

は，リベットと母材が同じ降伏強度を有する材料である

とき，母材の許容引張応力度に対するリベットの許容支

圧応力度と許容せん断応力度の比は，それぞれ 1.7と 0.8

を基準としている．これは 1974（昭和 49）年の鋼鉄道

橋設計標準解説 23)でも同じである．このように考え方に

はばらつきがみられるが，本研究では，リベットの支圧

℄

BOBMBI

℄

BOBMRI

℄

ROBMBI

℄

BORMRI

図-2 リベットと高力ボルトの配置パターン 

 

母材連結板

載荷方向℄

RORMRI

℄

RORMBI

高力ボルト リベット

(a) パターン 1 (b) パターン 2 

(c) パターン 3 (d) パターン 4 

(e) パターン 5 (f) パターン 6 

表-1 供試材料の機械的性質 

材料 規格 
降伏強度 

(N/mm2) 

引張強度 

(N/mm2) 

弾性係数 

(N/mm2) 

鋼板 

1 SM490Y (9mm) 488 542 N/A 

2 SM490Y (12mm) 397 510 212,282 

3 SM490Y (19mm) 444 543 200,690 

リベット SS400相当 376 494 199,739 

高力 

ボルト 

1 F10T, M20×65 1000 1043 N/A 

2 F10T, M20×80 1012 1048 N/A 

3 F10T, M22×70 1009 1070 N/A 

4 F10T, M22×85 1026 1083 N/A 

表-2 各試験体の鋼板と高力ボルトの組合せ 

試験体 
鋼板 高力ボルト 

母材 連結板 試験側 固定側 

Aシリーズ 2 1 1 3 

Bシリーズ 3 2 2 4 

Sシリーズ 3 2 2（区別なし） 
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強度 σbは引張降伏強度の 1.7倍，せん断降伏強度 τ yは引

張降伏強度の 0.75倍と仮定した． 

 上記に基づき，表-1 中の値と式(1), (2)から求めたリベ

ット 1 本あたりの降伏耐力は，A シリーズで 146 kN，B

シリーズで 160 kNである． 

 リベットと高力ボルトの配置パターンは図-2 に示す 6

パターンとした．図中の Rはリベットを，Bは高力ボル

トを意味し，続く I, M, Oが孔位置を示している．例えば，

RI, RM, ROは，それぞれ内側，中間，外側に位置するリ

ベットを表している．試験体A1, B1はすべてリベットの，

試験体A6, B6はすべて高力ボルトのケースであり，その

他はリベットと高力ボルトを併用したケースである．リ

ベットを 1本取り替えるケースでは，過去の解析的な検

討 16)により，内側と中間のリベットの取替えにおいては

耐力にほとんど差がないことが示されていることから，

内側または外側を取り替える 2種類（パターン 2と 3）

のみとした．試験体A6, B6は 1体ずつ，それ以外は 2体

ずつ製作した．  

 

(2) 製作手順 

 試験体の製作は以下の手順で行った．まず鋼板の素地

調整を行い，継手の接合面における表面粗さ計測を行っ

た．その後，固定側のボルト締付け，試験側のリベット

締め，試験側のボルト締付けの手順で継手を製作した．

実橋での補修を考えると，取り替えるリベットを抜き取

る作業も必要になるが，時間と費用の制約から本研究で

はリベット除去作業は省略した．各製作段階について以

下に詳述する． 

a) 素地調整 

 試験体に用いた鋼板にはショットブラストによる処理

を施し，塗装を施さない粗面状態とした．ブラストの研

掃材にはスチールグリッド GL-14 を用い，除錆度は ISO 

Sa2.5相当とし，1分間程度の処理を 2回施した． 

 鋼板間での表面状態のばらつきを確認するために，既

往の研究 24)を参考に表面粗さを計測した．着目した粗さ

パラメータは，算術平均粗さ Ra，十点平均粗さ RZJIS，最

大高さ粗さ RZ，二乗平均平方根高さ Rqである．計測に

は触針式粗さ測定器を用いた．計測位置は，母材と連結

板の接合面の各孔から長手方向に 5 mm 離れた位置とし，

測定基準長さは幅方向に15 mmとした．なお，表面粗さ

計測は後述するすべり試験体用の鋼板でも行った． 

 試験体ごとの各パラメータの平均値と変動係数を表-3

にまとめる．試験体間で大きな差はなく，表面状態がほ

ぼ同程度の試験体であるといえる．  

b) リベット締め 

 リベット施工時の状況を図-3に示す．リベット締めは

熟練工が行い，内側のリベットから施工した．赤外線サ

ーモグラフィにより施工中のリベットの温度を測定した

結果，リベット締め直前の温度は 1000 ℃程度であった．

なお前述のとおり，リベットの抜き取り作業を省略した

ため，高力ボルトを入れる孔にはリベット締めを行って

いない．図中の試験側にある高力ボルトは母材の位置を

固定するための仮止め用であり，手で軽く締める程度と

している． 

c) 試験側の導入ボルト軸力の調整 

 過去の実験 5), 13), 17)において，古いリベット継手を高力

ボルト摩擦接合に置き替えた場合，鋼材の接合面に塗布

されている鉛丹錆止め塗料等の影響により，すべり係数

が 0.25程度になることが示されている．リベットを部分

的に取り替える場合，接合面に新たに処理を施すことは

難しい．そこで，すべり係数が 0.25程度しか期待できな

い状態を考慮するために，導入ボルト軸力を調整して継

手のすべり荷重を低減させ，みかけ上，すべり係数が小

さい試験体を製作することとした．具体的には，導入ボ

ルト軸力を変化させた高力ボルト摩擦接合継手を別途製

作し，すべり試験により得られたすべり荷重と導入軸力

の関係から，すべり係数を 0.25，ボルト軸力を設計軸力

として次式により算出したすべり耐力と等しくなるとき

の導入軸力を求めた． 

 
slip b slipF n P=  (3a) 

 
slip bP m N= µ  (3b) 

ここで，Fslipは継手のすべり耐力，nbはボルト本数，Pslip

表-3 表面粗さ計則結果（上段：平均値，下段：変動係数） 

試験体 Ra (μm) RZJIS (μm) Rz (μm) Rq (μm) 

Aシリーズ 
7.1 24.9 36.0 8.7 

0.047 0.051 0.042 0.045 

Bシリーズ 
7.0 25.1 36.2 8.7 

0.058 0.064 0.061 0.062 

Sシリーズ 
7.3 25.3 36.9 9.0 

0.075 0.081 0.078 0.073 

 

図-3 リベット締め状況 

 

土木学会論文集A1（構造・地震工学）, Vol. 77, No. 3, 489‐508, 2021.

492



 

 

はボルト 1 本あたりのすべり耐力，m は接合面数，μは

すべり係数，Nbはボルト軸力である． 

 すべり試験体の形状および寸法は図-1(c)に示すとおり

である．試験体 Bシリーズと同様の板構成であり，表-1

に示す板厚 19 mmの鋼板を母材に，12 mmの鋼板を連結

板に用いた．試験体は，鋼構造接合部設計指針 25)を参考

に，片側に 2本のボルトを用いた 2面せん断の摩擦接合

継手とし，すべり先行型となるよう設計している．参考

として，すべり係数を 0.45とすると，すべり試験体のす

べり耐力 / 降伏耐力比β 19)は0.52である．なお，鋼板には

併用継手と同様の表面処理を施しており，表-3に示すよ

うに，表面粗さが同程度であることは確認している． 

 導入ボルト軸力は，ボルト頭部に貼り付けた 2軸のひ

ずみゲージの値を制御する方法で管理し 26)，設定したボ

ルト軸力までトルクレンチで締め付けた．締付け時の軸

力をモニタリングし，そのピーク値を導入軸力とした．

設定した軸力は，設計軸力の 60, 70, 80, 90, 100%の 5種類

とし，各 1体ずつ用意した．なお，ボルト軸力を変える

ことにより鋼板間の接触状態が変化する可能性が考えら

れたが，後述する解析手法を用いて，導入ボルト軸力に

よらず接触圧が分布する範囲がほぼ同じであり，導入軸

力の減少によりすべり荷重が線形的に低下することを確

認している． 

 高力ボルト締付け後のリラクセーションによる軸力低

下を考慮して，ボルト締付けの約 7日後に引張試験を行

った．載荷直前の残存軸力は締付け時の97.5 ~ 99.5%程度

であり，軸力の低下はおおむね収束していた．この残存

軸力率は，ブラスト処理された粗面状態の接合面に対す

るリラクセーション試験結果 27)とほぼ一致している．試

験中は，各ボルト位置の板側面において相対変位を計測

し，鋼構造接合部設計指針 25)におけるすべり係数評価試

験法に従ってすべりの発生を判断した．試験側と固定側

の区別はせず，どちらも同じ軸力を導入して締め付けた

ため，試験体 1体につき 2回のすべりが発生した．ここ

では，鋼構造接合部設計指針 25)を参考に，2 回の各すべ

り時の荷重を用いて結果を整理している．試験には静的

能力 2000 kN の万能試験機を用い，変位制御で載荷した． 

 実験により得られたすべり荷重と導入ボルト軸力の関

係を図-4に示す．図中には，すべり係数を0.25とし，ボ

ルト軸力を設計軸力として式(3)により求めたすべり耐

力（= 165 kN）も併記している．また，1回目と 2回目の

すべりで得られた結果を区別して示している．図より，

すべり荷重に若干のばらつきがみられるが，導入軸力と

すべり荷重はおおむね線形関係にあることがわかる．こ

の両者の関係から，すべり荷重が165 kNとなるときの導

入軸力は110 kNと求められる．そこで，併用継手の試験

側の高力ボルトには110 kNの軸力を導入して締め付ける

こととした．なお，得られたすべり荷重と導入ボルト軸

力から求めた各試験体のすべり係数は 0.38程度であった． 

d) 試験側の高力ボルト締付け 

 併用継手の試験側の高力ボルトは，前項のすべり試験

と同様に，頭部ひずみゲージ法 26)により軸力をモニタリ

ングしながらトルクレンチで締め付けた．導入ボルト軸

力は110 kNとし，試験側に複数本の高力ボルトを配置す

る場合には，高力ボルト継手における一般的な施工手順

にならい，内側のボルトから締め付けた 19)．ボルト位置

のばらつきを小さくするために，ボルトが孔中央に挿入

されるよう位置決めをして締付けを行った．締め付けて

から約 7日経過後に載荷を行ったが，リラクセーション

による軸力低下割合はすべり試験体と同程度であり，載

荷直前の残存軸力は締付け時の96.5 ~ 99.5%程度であった． 

 

 

3. リベットに生じた軸力の計測 

 

 リベットには，熱せられて常温に戻る過程で，熱収縮

による軸力が導入される．過去の研究 28)によると，リベ

ットには降伏軸力の 70%程度の軸力が導入されるといわ

れているが，これはリベットを打ち込んだ状況によって

も変化する可能性がある．そこで，過去の計測方法 28)を
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図-4 継手のすべり荷重と導入ボルト軸力の関係 

 

図-5 リベット継手の加工手順 
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参考に，試験体のリベットに対する軸力計測を試みた． 

 

(1) 計測方法 

 リベットの軸力は，リベットの熱収縮が連結板や母材

によって拘束されることにより生じる．そこで，連結板

を板厚方向に徐々に削ることにより，リベット内の導入

軸力を解放し，そのときのリベット働長の変化から軸力

を逆算した．具体的には，図-5および以下に示す手順で

軸力を測定した． 

 まず，リベット頭部を 2 ~ 3 mmほど削って平坦にし，

リベット頭間の距離を測定した（Step 1）．なお，頭部

をわずかに削っても軸力の変化が小さいことは後述の解

析モデルにより確認しており，頭部の要素を削除するこ

とによる軸力変化量は 2%程度であった．次に，フライ

ス盤を用いてリベット頭の直下に位置する連結板を徐々

に削り，リベット内の軸力を解放した（Step 2）．その

後，Step 1 と同じ方法により軸力解放後のリベット頭間

の距離を測定した（Step 3）．Step 1とStep 3の差分から，

次式によりリベットに導入された軸力を求めた． 

 
r

L
N EA

L

∆
=  (4) 

ここで，Nrはリベットに導入された軸力，ΔL は軸力解

放前後でのリベット働長の変化量，E はリベットの弾性

係数，A, L はそれぞれ軸力解放後のリベット断面積とリ

ベット働長である．なお，軸力解放によるリベット頭部

の変形量は微小であると考え，ここではリベット頭間の

距離の変化量をリベット働長の変化量 ΔL としている．

弾性係数はリベットの材料試験の結果から199,739 N/mm2

とし，その他の値には以下の方法により求めた実測値を

用いた．なお，温度変化の影響が含まれないよう，試験

体を一定温度に保った恒温室に 24 時間以上保管し，リ

ベット表面の温度がほぼ均一であることを確認した後，

恒温室内で計測を行っている． 

 軸力解放前のリベット働長は母材と連結板 2枚の板厚

の和に等しいと考え，デジタルノギス（分解能 0.01 mm）

を用いてリベット周辺の 5箇所で接合部の厚さを測定し

た．その値から後述する軸力解放による長さの変化量

ΔLを差し引くことにより，軸力解放後のリベット働長L

を求めた． 

 リベット頭間の距離の変化量は分解能0.001 mmのマイ

クロメータを用いて測定した．測定点は，リベット頭の

中心と，そこから放射状に 5 mm離れた 8点の計 9箇所

とした．測定点にはポンチで痕を付け，そのポンチ痕に

マイクロメータの針を合わせて測定した．各測定点で 3

回ずつ測定し，その平均値を用いてリベット働長の変化

量ΔLを求めた． 

 その後，リベット頭部を切断して継手からリベットを

取り出し，軸径を計測した．デジタルノギス（分解能

0.01 mm）を用いて5箇所で測定し，その平均値からリベ

ットの断面積Aを求めた． 

 リベットの軸力計測には，併用継手と同じ方法で製作

した，試験体Bシリーズと同じ板構成のリベット継手を

用いた．軸力は 4本のリベットに対して求めた． 

 

(2) 測定結果 

 測定結果を表-4に示す．表中には，表-1の降伏強度と

実測した断面積から算出したリベットの降伏軸力，およ

び降伏軸力に対するリベット導入軸力の比も示している．

過去の結果 28)と同様に，いずれのリベットも降伏軸力の

70%以上の軸力が導入されており，平均値は約 76 %であ

った． 

 

 

4. 併用継手の引張試験 

 

(1) 試験方法 

 2 章で製作した併用継手試験体を用いて引張試験を行

った．試験中の計測項目は，荷重，試験体の変位，母材

と連結板間の相対変位，母材および連結板上のひずみで

ある．計測装置は図-6に示すように設置した．固定側の

母材端部と試験側の母材側面に取り付けた変位計により

求めた変位の差分を試験体の変位とした．母材と連結板

表-4 リベット軸力測定結果 

リベット働長 (mm) 42.621 42.620 42.612 42.623 

リベット働長 

変化量 (mm) 
0.059 0.060 0.068 0.057 

リベット径 (mm) 22.14 22.07 21.96 21.91 

降伏軸力 (kN) 144.8 143.8 142.4 141.8 

導入軸力 (kN) 106.4 107.6 120.7 100.7 

導入軸力 / 降伏軸力 0.73 0.75 0.85 0.71 
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図-6 計測装置の設置状況（単位：mm） 
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間の相対変位は，試験側の孔位置において，板側面にク

リップ型変位計を設置して求めた．ひずみゲージは，試

験側の母材と連結板の表面に貼付し，長手方向のひずみ

を計測した．本論文では，試験体の変位を単に変位と称

し，相対変位と区別する． 

 引張試験は，2 章のすべり試験と同様に，万能試験機

による変位制御で行い，試験体が破断するまで載荷した．

載荷速度は約 5.0×10-3 mm/sとした． 

 

(2) 対象とした限界状態 

 リベット継手 2)や高力ボルト摩擦接合継手 2), 29)では，

リベットや母材，連結板の降伏，ボルトのすべりによっ

て，荷重－変位関係が線形性を著しく失う限界の状態と，

最大荷重を経て破断に至る限界の状態の 2つの限界状態

が想定される．併用継手においても，これら 2つの限界

状態に着目して結果を整理した．ここでは，前者を降伏

限界，後者を終局限界と呼ぶこととする．なお，終局限

界としては最大荷重時に着目する． 

(3) 荷重と変位の関係 

 実験により得られた荷重と変位の関係を図-7に示す．

図-7(a)は試験体Aシリーズの，図-7(b)は試験体Bシリー

ズの結果である．図中には赤破線で囲んだ降伏限界付近

の拡大図も示している． 

 リベットのみの試験体A1, B1では，降伏限界に達した

後も，変位の増加に伴って荷重も緩やかに増加している．

一方，高力ボルトのみの試験体A6, B6では，すべりの発

生とともに変位が急増しており，荷重の低下も生じてい

る．ボルトが支圧状態に移行した後は荷重が再び増加し

始めている．この高力ボルト試験体A6, B6の結果から得

られたすべり係数は，試験体 A6 で 0.54，試験体 B6 で

0.40 であった．過去の研究 30)によると，連結板と母材の

降伏耐力比 γが高くなるとすべり荷重が上昇するといわ

れている．降伏耐力比 γは，試験体 B シリーズでは約

1.13であるのに対し，Aシリーズでは約 1.85である．こ

の降伏耐力比の差により，A シリーズのすべり荷重が大

きくなった，つまり，すべり係数が高くなったものと推
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図-7 荷重と変位の関係 
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図-8 荷重と相対変位の関係 
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察される．なお，このすべり係数と導入ボルト軸力 110 

kN から式(3)により求めたボルト 1 本あたりのすべり耐

力は，試験体 Aシリーズで 119 kN，Bシリーズで 88 kN

であり，いずれもリベット 1本あたりの降伏耐力（Aシ

リーズ：146 kN，B シリーズ：160 kN）よりも小さい．

また，すべり係数を 0.25，ボルト軸力を設計軸力と仮定

したときのボルト 1本あたりのすべり耐力は約 83 kNで

あり，B シリーズのすべり耐力はほぼ想定どおりであっ

た．その一方で，A シリーズでは差がみられたが，これ

は，Bシリーズと同じ板構成であるすべり試験体 Sシリ

ーズを用いて導入ボルト軸力110 kNを決定したためであ

り，上述のとおり，試験体シリーズ間での降伏耐力比 γ

の違いの影響によるものであると考えられる． 

 リベットと高力ボルトを併用した試験体では，ボルト

本数によって挙動に違いがみられ，ボルトが 1本の場合

（A2, A3, B2, B3）はリベットのみの試験体と比較的近い

挙動を示している．一方で，ボルトが 2 本の場合（A4, 

A5, B4, B5）は，降伏限界時に変位が急増するとともに，

その際に荷重の低下がみられる試験体もあり，リベット

のみの試験体とは明らかに挙動が異なっている．このよ

うな挙動は高力ボルト摩擦接合継手のすべりに近いもの

であり，リベットを高力ボルトに置き替えたことに起因

するものである．また，ボルト本数の増加に伴い，降伏

限界時の荷重が低下する傾向を確認できる．これは，ボ

ルト 1本あたりのすべり耐力がリベット 1本あたりの降

伏耐力よりも小さいためである．ボルト本数が同じ試験

体で比較すると，ボルト配置の影響はボルト本数のそれ

に比べて小さい．なお，上記の傾向は試験体Bシリーズ

においてより明確に確認できるが，これはAシリーズで

はリベットの降伏耐力と高力ボルトのすべり耐力が比較

的近い値であったためであると考えられる． 

 荷重と各孔位置における相対変位の関係を図-8に示す．

図-8(a)はリベットのみの試験体 A1 の，図-8(d)は高力ボ

ルトのみの試験体A6の結果であり，図-8(b), (c)はそれぞ

れ高力ボルトを 1 本または 2 本用いた併用継手試験体

（A2, A5）の結果である． 

 図より，ボルト本数の増加に伴い，リベット継手から

高力ボルト摩擦接合継手の挙動に推移する様子を確認で

表-5 降伏限界および終局限界時の荷重と破断モード 

試験体 
降伏限界荷重 (kN) 終局限界荷重 (kN) 実験における 

破断モード 実験値（右：平均） 計算値 解析値 実験値（右：平均） 計算値 

A1-1 458 456 

(1.00) 

438 

(1.00) 

478 

(1.00) 

702 686 

(1.00) 

604 

(1.00) 

RO, RM破断＋母材はし抜け 

A1-2 454 669 RO, RM破断＋母材はし抜け 

A2-1 486 444 

(0.97) 

411 

(0.94) 

437 

(0.91) 

702 691 

(1.01) 

604 

(1.00) 

RO, RM破断＋母材はし抜け 

A2-2 401 679 RO, RM破断＋母材はし抜け 

A3-1 448 
436 

(0.96) 

411 

(0.94) 

432 

(0.90) 

725 
730 

(1.06) 

686 

(1.14) 

母材純断面破断 

A3-2 424 735 
RM破断＋ 

母材・連結板はし抜け 

A4-1 453 453 

(0.99) 

384 

(0.88) 

393 

(0.82) 

714 714 

(1.04) 

731 

(1.21) 

母材純断面破断 

A4-2 - - 母材純断面破断 

A5-1 375 384 

(0.84) 

384 

(0.88) 

390 

(0.82) 

742 741 

(1.08) 

731 

(1.21) 

母材純断面破断 

A5-2 392 739 母材純断面破断 

A6 357 
357 

(0.78) 

357 

(0.82) 

348 

(0.73) 
722 

722 

(1.05) 

731 

(1.21) 
母材純断面破断 

B1-1 485 478 

(1.00) 

480 

(1.00) 

470 

(1.00) 

730 733 

(1.00) 

630 

(1.00) 

RO, RM, RI破断 

B1-2 470 735 RO, RM, RI破断 

B2-1 382 400 

(0.84) 

408 

(0.85) 

395 

(0.84) 

832 810 

(1.11) 

730 

(1.16) 

RO, RM破断＋母材はし抜け 

B2-2 417 787 RO, RM破断＋母材はし抜け 

B3-1 403 384 

(0.80) 

408 

(0.85) 

394 

(0.84) 

872 868 

(1.18) 

815 

(1.29) 

BO, RM, RI破断 

B3-2 365 864 BO, RM, RI破断 

B4-1 378 352 

(0.74) 

336 

(0.70) 

322 

(0.69) 

957 942 

(1.29) 

915 

(1.45) 

RO, BM破断＋母材はし抜け 

B4-2 326 926 RO, BM破断＋母材はし抜け 

B5-1 417 374 

(0.78) 

336 

(0.70) 

321 

(0.68) 

1064 1037 

(1.41) 

1000 

(1.59) 

BO, BM, RI破断 

B5-2 331 1009 BO, BM, RI破断 

B6 264 
264 

(0.55) 

264 

(0.55) 

248 

(0.53) 
1090 

1090 

(1.49) 

1072 

(1.70) 

BM破断＋ 

母材・連結板はし抜け 

*：括弧内の数値は各シリーズのリベットのみの結果（A1, B1）に対する比率を表す 
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きる．また，いずれの試験体においても外側の孔位置

（RO, BO）の相対変位が中間や内側のそれに比べて大

きいことがわかる．これは次章にて示すとおり，リベッ

トとボルトの配置によらず，外側の孔位置での荷重分担

が他よりも大きいためであると考えられる． 

 

(4) 降伏限界荷重 

 実験により得られた各試験体の降伏限界時の荷重（以

下，降伏限界荷重と呼ぶ）を表-5に示す．実験では，荷

重－変位の曲線において，変位が急激に増大する点や荷

重の低下が生じる点がある場合にはそのときの荷重を，

そのような点がない場合には剛性低下が明瞭に現れ始め

たときの荷重を降伏限界荷重とした 8), 9), 31)．試験体A6, B6

以外は各 2体ずつ試験を行ったため，試験体名の末尾に

数字（〇-1, 〇-2）を付けて区別している．なお，試験体

A4-2 の荷重は計測装置の不具合のため欠測している．

また，表中には次章の解析結果も併記している． 

 降伏限界時の継手の耐力（以下，降伏耐力と呼ぶ）を

簡単な計算により予想することを試みる．ここで，リベ

ットの降伏耐力と高力ボルトのすべり耐力の累加が継手

の降伏耐力に相当する，つまり，併用継手の降伏耐力に

対して次式の累加が成り立つと仮定する． 

 
y r ry b slipF n P n P= +  (5) 

ここで，Fyは継手の降伏耐力，nrはリベット本数，nbは

ボルト本数であり，リベット1本あたりの降伏耐力Pryは

式(1), (2)より，高力ボルト 1本あたりのすべり耐力Pslipは

式(3b)より求める．各シリーズのすべり係数にはボルト

のみの試験体 A6, B6 から得られた値（A シリーズ：0.54，

Bシリーズ：0.40）を用いる． 

 式(5)の累加の考えに基づき計算した継手の降伏耐力

を表-5中に示している．試験体Aシリーズ，Bシリーズ

ともに，ボルト 1本あたりのすべり耐力よりもリベット

1 本あたりの降伏耐力が大きいため，式(5)より求めた計

算値は継手内のボルト本数の増加に伴い小さくなるが，

実験値においても同様の傾向を確認できる．計算値と実

験値は比較的よく一致しているが，両者の差が大きい試

験体や，同一試験体間での差が大きい試験体も一部でみ

られる．これは，リベットの降伏耐力やボルトのすべり

耐力のばらつき，計算では考慮されないリベットの導入

軸力の影響，リベットの充填度合やボルト挿入位置のば

らつきによるものであると推察される．なお，同一試験

体間で降伏限界荷重に差がある場合でも，降伏限界付近

での荷重－変位の挙動には大きな違いはみられなかった． 

 以上より，併用継手の降伏耐力は，リベット 1本あた

りの降伏耐力と高力ボルト 1本あたりのすべり耐力の累

加が成立するとして評価できるといえる． 

 

(5) 破断モードと終局限界荷重 

 実験でみられた破断状況（以下，破断モードと呼ぶ）

を図-9に示す．また，各試験体の破断モードと最大荷重

（以下，終局限界荷重と呼ぶ）を表-5中に示している． 

 試験体A3-1, A4, A5, A6は，図-9(a)に示す外側の孔位置

における母材純断面の破断により，試験体 B1, B3, B5 は，

図-9(b)に示す継手内のすべてのリベットと高力ボルトの

せん断破壊によりそれぞれ終局状態に達した．試験体

A1, A2, B2, B4では，図-9(c)に示すように，外側と中間に

位置するリベットまたは高力ボルトがせん断破壊すると

ともに，母材のはし抜け破断が生じた．試験体 A3-2, B6

図-9 試験体の破断状況 

 

(a) 母材純断面破断 (b) リベット・ボルトのせん断破壊（3本） 

(c) せん断破壊（2本）とはし抜け破断の組合せ (d) せん断破壊（1本）とはし抜け破断の組合せ 
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では，図-9(d)に示すように，中間に位置するリベットま

たは高力ボルトのせん断破壊と，母材と連結板のはし抜

け破断により破壊した．このように，リベットと高力ボ

ルトの配置パターンによって異なる破断モードがみられ

た．なお終局限界荷重は，リベットを高力ボルトに置き

替えることにより，ほとんどすべての試験体において増

加している．これは，リベットよりも高力ボルトのせん

断破壊に対する耐力が高いためである． 

 

(6) 終局限界の予測 

 本実験では試験体によって異なる破断モードが確認さ

れ，それに伴い終局限界荷重も変化した．ここでは，併

用継手の破断モードおよび終局限界時の耐力（以下，最

大耐力と呼ぶ）を簡易な計算により予測する方法につい

て考察する． 

a) 最大耐力の算出方法 

 想定した破断モードを図-10に示す．1行配列の高力ボ

ルト継手の破断モードとしては，母材の純断面破断（図

-10(a)）やはし抜け破断（図-10(f)），高力ボルトのせん

断破壊（図-10(b)）が想定される 32)．加えて，本実験で

は，図-9(c), (d)に示すように，リベットや高力ボルトの

せん断破壊と母材や連結板のはし抜け破断が組み合わさ

った破断モードも確認されたことから，図-10(c) ~ (e)に

示す複合的な破断も考慮した．以下に，想定した各破断

モードに対する最大耐力の算出方法を示す． 

 まず，図-10(a)に示す母材純断面の引張破断に対する

最大耐力Fnuは次式により算出する 25)． 

 
nu n puF A= σ  (6) 

ここで，Anは母材の純断面積，σpuは母材の引張強度であ

る． 

 また，図-10(b)に示すように，すべてのリベットおよ

び高力ボルトがせん断破壊するときの最大耐力 Frbuは，

リベット 1本あたりの最大耐力Pru 
33)と高力ボルト 1本あ

たりの最大耐力 Pbu 
25)の累加により求められると考える． 

 
rbu r ru b buF n P n P= +  (7a) 

 20.75 / 4ru ru rP m dσ π=  (7b) 

 20.6 / 4bu bu bP m dσ π=  (7c) 

ここで，nrはリベット本数，nbはボルト本数，m は接合

面数，σruはリベットの引張強度，drはリベット径，σbuは

ボルトの引張強度，dbはボルト径である．なお，リベッ

ト径にはリベットの呼び径を用いる． 

 図-10(f)に示す母材のはし抜け破断に対する最大耐力

Peuは次式により算出する 25)． 

 0.5eu ns puP A= σ  (8) 

図-10 想定した破断モード 

 

(a) 母材純断面破断 (b) せん断破壊（3本） (c) せん断破壊（2本）と母材はし抜け破断 

(d) せん断破壊（1本）と母材・ 

連結板はし抜け破断 

連結板

母材

(e) せん断破壊（1本）と 

母材はし抜け破断 

(f) 母材はし抜け破断 

せん断破断線

ppe1

℄

pe1

e2

e2

g

℄

(a) 1行 3列配置 (b) 2行 2列配置 

図-11 記号の定義 
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ここで，Ans は有効せん断断面積であり，鋼構造接合部

設計指針 25)を参考に，次のように計算する． 

 
12{ ( 1) }

ns u
A e n p t= + −  (9) 

ここで，e1は縁端距離（はしあき），p はリベット孔の

ピッチ（図-11 参照），nuは想定するせん断破断線上に

あるリベット孔の数である．図-10(f)に示す破断モード(f)

の場合は nu = 3となる． 

 最後に，図-10(c) ~ (e)に示す複合的な破断の場合は，

式(7) ~ (9)で求められる各最大耐力の累加が成り立つと仮

定し，複合破断に対する最大耐力 Fcuは次式により求め

る． 

 
cu ru bu euF P P P=  +  +   (10) 

ここで，Σは想定した各破断に対して計算した耐力の和

をとることを意味する．なお，式(9)の有効せん断断面

積Ansの算出にあたり，図-10(c) ~ (e)に示す破断モード(c), 

(e)の場合はそれぞれ nu = 1, 2，破断モード(d)の場合は母

材，連結板それぞれに対して nu = 1と考える． 

b) 実験結果との比較 

 表-6に各試験体の破断モードと終局限界荷重，および

想定した各破断モードに対して式(6) ~ (10)により求めた

最大耐力を示す．なお，計算値のうち最小のものを灰色

で示している．ほぼすべての試験体において計算値が最

小となった破断モードと実験結果が対応している．また，

計算値と実験による終局限界荷重は，リベット本数が多

いとずれる傾向にあるが，両者はおおむね一致している．

試験体 A3-1 のみ計算による破断モードと実験結果が異

なっているが，破断モード(a)と(d)の最大耐力は近い値で

あり，リベットの材料強度のばらつきによっては大小関

係が逆転する可能性が考えられる． 

 以上より，併用継手においても，想定した破断モード

に対して計算した最大耐力を比較することにより，破断

モードと終局限界荷重を予測できると考えられる．また，

継手の最大耐力の算出においては，リベットや高力ボル

トの最大耐力や母材や連結板のはし抜け破断に対する最

大耐力の累加が成り立つといえる． 

 

表-6 実験結果と計算結果の比較 

試 

験 

体 

実験結果 計算値 (kN) 

破断 

モード 

荷重 

(kN) 
(a) (b) (c) (d) (e) (f) 

A1-1 

(c) 

702 
731 630 604 686 791 979 

A1-2 669 

A2-1 702 
731 813 604 686 791 979 

A2-2 679 

A3-1 (a) 725 
731 813 787 686 975 979 

A3-2 (d) 735 

A4-1 

(a) 

714 
731 996 787 869 791 979 

A4-2 - 

A5-1 742 
731 996 970 869 975 979 

A5-2 739 

A6 722 731 1180 970 869 975 979 

B1-1 
(b) 

730 
1233 630 730 887 1190 1651 

B1-2 735 

B2-1 
(c) 

832 
1233 815 730 887 1190 1651 

B2-2 787 

B3-1 
(b) 

872 
1233 815 915 887 1375 1651 

B3-2 864 

B4-1 
(c) 

957 
1233 1000 915 1072 1190 1651 

B4-2 926 

B5-1 
(b) 

1064 
1233 1000 1100 1072 1375 1651 

B5-2 1009 

B6 (d) 1090 1233 1185 1100 1072 1375 1651 

 

図-12 解析モデル（試験体A2） 

 

(a) 全体図 

(b) xz断面 

図-13 各材料の応力－ひずみ関係 
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5. 有限要素解析による引張試験の再現 

 

 4 章の引張試験を有限要素解析により再現し，リベッ

トと高力ボルトを併用することによる荷重分担の変化や

併用継手の変形挙動を確認する．さらに，実験結果と比

較することにより，解析による併用継手の降伏耐力や破

断モードの予測の妥当性を検証する． 

 

(1) 解析方法 

 解析モデルの一例を図-12に示す．これは試験体A2に

対するモデルである．解析には ABAQUS Ver.6.14を用い

た．解析対象は試験体の試験側のみとし，対称性を考慮

して 1/4 モデルとした．対称面には対称条件を設定して

いる．要素には 8節点 6面体の低減積分要素を用いた．

要素寸法は，孔周辺で 3 mm 程度，リベットやボルトの

軸部で 2 mm程度とした． 

 解析に用いた各材料の応力－ひずみ関係を図-13 に示

す．板厚 12, 19 mm の鋼板およびリベットの構成則は材

料試験結果を基に，板厚 9 mm の鋼板はミルシートの降

伏強度と文献 34)を参考にして，それぞれマルチリニア

型で与えた．また，高力ボルトはミルシートの降伏強度

を基にトリリニア型とした 35)．各材料の弾性係数は，材

料試験を行ったものはその結果を基に与え，材料試験結

果がないものは200 kN/mm2とした．ポアソン比はすべて

の材料で 0.3とした． 

 母材と連結板，リベット，高力ボルトは別々にモデル

化し，それぞれの境界面にはクーロン摩擦を考慮した接

触条件を設定した．リベットはリベット孔の中心に配置

し，後述する軸力の導入によりリベット軸と孔の間に隙

間が生じないよう，軸径の初期値を孔径よりも大きく設

定した．軸力導入後のリベット軸と孔壁との距離ができ

るだけ小さくなるように試行を重ねた結果，本解析では，

軸力導入後の両者の距離は平均で 5.7 × 10-5 mm程度であ

り，リベットの軸径が孔径よりもわずかに大きくなるよ

うにした．なお，この状態で継手に引張荷重を与えると，

載荷後すぐにリベット軸と孔壁には接触圧が生じること

を確認している．また，高力ボルトはリベット孔の中心

位置に挿入されたと考え，ボルト軸と孔の間には0.5 mm

の隙間を設けた．なお，ボルトと座金は一体としてモデ

ル化している． 

 母材と連結板の接触面の摩擦係数は，試験体Aシリー

ズでは0.55，Bシリーズでは0.385とした．これは，高力

ボルトのみの試験体A6, B6により得られたすべり荷重を

基に同定したものである．また，他の接触面では，母材

と連結板間のすべり挙動に影響を与えないよう摩擦係数

を 0.001としている 36)． 

 リベットおよび高力ボルトの軸力は，軸部の下端に強

制変位を与えることで導入した．リベットの導入軸力は，

3章の結果を基に降伏軸力の約75%である90 kNとした．

また，ボルトの導入軸力は併用継手試験体と同じ 110 kN

とした．解析では，まずリベットおよび高力ボルトに軸

力を導入し，次に，継手の最大荷重が得られるまで，母

材端部に漸増の強制変位を与えた．なお，以降の解析結

果はすべて軸力導入直後をゼロとして整理している． 

 

 

図-14 荷重－変位関係の比較 
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(2) 解析の妥当性の検証 

a) 荷重と変位の関係 

 解析より求めた荷重と変位の関係を図-14 に例示する．

図中には，リベット継手である試験体A1, B1の結果と，

併用継手のうち，リベット 2本と高力ボルト 1本を用い

た試験体A2, B2と，リベット 1本と高力ボルト 2本を用

いた試験体A5, B5の結果を示している．なお解析では，

実験における試験側の変位計取付け位置での断面内の平

均変位を試験体変位とした．また，解析における降伏限

界の定義は実験のそれと同じである． 

 リベット継手の解析結果では，降伏限界付近の挙動に

おいて試験結果と若干の差異がみられるが，降伏限界荷

重や荷重－変位の全体的な挙動はおおむね一致している．

解析と実験における降伏限界荷重の差は，試験体 A1 で

約 4.8%，試験体B1で約 2.1%であった．比較のため，リ

ベット軸と孔の間に隙間を設けず，リベットに軸力を導

入しない解析も実施したところ，軸力を入れない場合は

降伏限界荷重が減少し，実験値との差は試験体 A1 で約

7.7%，試験体 B1 で約 9.6%であった．また，リベットの

軸力の有無により荷重－変位曲線の初期剛性も大きく異

なり，軸力がある場合の実験値との差は試験体 A1 で約

3.4%，試験体 B1 で約 5.1%であるのに対し，軸力がない

場合の差はそれぞれ 29%と 23%程度であった．つまり，

軸力を導入しないと試験体の初期剛性を再現できないと

考えられる．これらの結果から，リベットに軸力を導入

した本解析により試験結果に近い値が得られるといえる． 

 併用継手の解析結果では，実験でみられた降伏限界時

に変位が急増する挙動や降伏限界以降の荷重の上昇挙動

を確認できる．また，次項で示すとおり，降伏限界荷重

も実験値と比較的よく一致しており，解析により試験体

の荷重－変位の挙動をおおむね再現できると考えられる． 

b) 降伏限界荷重 

 解析により求めた各試験体の降伏限界荷重を表-5中に

示している．解析値は実験値と比較的よく一致しており，

ボルト本数が多くなると降伏限界荷重が小さくなる傾向

を再現できている．また，すべての試験体に対してリベ

ットに軸力を導入しない解析を行った結果，軸力がある

場合に比べて降伏限界荷重は 4.3 ~ 12%程度低下し，実験

値との差が大きくなった．以上より，降伏限界を考える

際にはリベットに軸力を導入した方がよいといえ，本解

析により併用継手の降伏耐力を推定できると考えられる． 

c) ひずみ分布 

 解析より得られたひずみ分布の例として，試験体 A2, 

B2および試験体A5, B5の結果を図-15に示す．これは，

図-6に示す Line 1における母材および連結板表面の分布

であり，横軸は母材端部からの距離である．図中にはひ

ずみゲージによる計測値も併記しており，ここでは降伏

限界に至る前の荷重が約 200 kNのとき（図中の荷重(I)の

凡例）と，降伏限界に達したとき（図中の荷重(II)の凡

例）の比較を示している．いずれの試験体においても，

解析結果は試験体の長手方向のひずみ分布の傾向をおお

むね再現できていることがわかる． 

 以上より，解析より求めた継手の荷重－変位曲線や降

伏限界荷重，板表面のひずみ分布は実験結果と比較的よ

く一致しており，解析の妥当性が示されたといえる． 

 

(3) 各孔位置における荷重伝達割合 

 リベットを高力ボルトに置き替えた際の荷重伝達割合

の変化を解析により求めた．ここでは，載荷開始後から

継手が降伏限界に達するまでに着目する．なお，荷重伝

達割合とは，各孔位置でリベットやボルトによって母材

から連結板に伝達された荷重（以下，分担荷重と呼ぶ）

を継手に作用する荷重で除したものである．分担荷重は，

図-12(b)に示すSec. 1 ~ 4の断面のうち，各孔をまたぐ2つ

の断面の母材に生じる軸力の差分から求めた．例えば，

中間にあるリベット孔に対しては，Sec. 2と Sec. 3におけ

る母材の軸力の差分が連結板に伝達されたと考える．こ

こで軸力は，各断面に生じる長手方向の応力を積分する
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図-15 長手方向のひずみ分布の比較 

 

(a) 試験体A2 (b) 試験体A5 (c) 試験体B2 (d) 試験体B5 
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ことにより算出した． 

 荷重伝達割合の変化を，各分担荷重の変化とともに図

-16 に示す．これは試験体 A シリーズのうち，リベット

のみの試験体 A1（図-16(a)）と，リベットと高力ボルト

を併用した試験体A2, A5（図-16(b), (c)）の結果である．

試験体A2では内側に高力ボルト（BI）が，試験体A5で

は外側と中間に高力ボルト（BO, BM）がそれぞれ配置

されている．図の上段が荷重伝達割合と変位の関係，下

段が分担荷重と変位の関係であり，黒色の縦破線は継手

が降伏限界に達したときの変位を示している．また，下

段のグラフには，右軸に継手に作用する全体荷重をとっ

た，継手の荷重－変位曲線も点線で併記している． 

 高力ボルトの有無や位置に関わらず，いずれの試験体

においても，載荷開始後しばらくは荷重伝達割合がほぼ

一定であることがわかる．このときの各孔位置での伝達

割合を比較すると，いずれも外側が最も大きく，内側，

中間の順に小さくなる．この大小関係の傾向は，リベッ

ト継手や高力ボルト継手の孔位置による荷重伝達割合の

傾向 1), 30), 37)と一致している．この荷重伝達割合の違いは，

分担荷重－変位関係の初期段階の傾きの差からも理解で

きる． 

 すべての試験体における載荷初期段階（荷重が約 200 

kN のとき）の荷重伝達割合を表-7 にまとめる．リベッ

トのみ（A1, B1）や高力ボルトのみ（A6, B6）の継手と

併用継手を比較すると，リベットと高力ボルトの配置パ

ターンによらず荷重伝達割合はほぼ同程度であることが

わかる．つまり，荷重伝達機構の異なる支圧接合と摩擦

接合が混在した状態でも，載荷初期段階での分担荷重は

リベット継手や高力ボルト継手と同じと考えてよいとい

える． 

 図-16において，変位が 0.2 ~ 0.3 mmあたりで伝達割合

が変化し始めるが，これは継手の外側に位置するリベッ

トまたはボルト（RO, BO）において，摩擦により伝達

できる荷重の上限に達し，外側の孔位置での伝達割合が

他の孔位置に比べて相対的に小さくなるためであると考

えられる．リベットと高力ボルトそれぞれの導入軸力と

Aシリーズに対するすべり係数 0.54から，リベットにも

式(3b)が適用できると仮定して各 1 本あたりのすべり耐

力を求めると，リベットは 97 kN，高力ボルトは 119 kN

となる．高力ボルト（BO）では分担荷重の上限値とほ

ぼ一致するが，リベット（RO）では，摩擦に加えて支

圧によっても荷重が伝達されるため，解析結果は計算値

よりも大きい．摩擦による荷重伝達が上限に達した後，

リベット（RO）では引き続き支圧による荷重の伝達が

表-7 各孔位置の荷重伝達割合 (%) 

試験体 
孔位置 

内側 中間 外側 

A1 32 26 42 

A2 34 25 41 

A3 32 25 43 

A4 33 27 40 

A5 31 27 42 

A6 33 26 41 

B1 33 28 39 

B2 35 28 37 

B3 32 27 41 

B4 33 30 37 

B5 31 29 40 

B6 33 28 39 
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図-16 各孔位置での荷重伝達割合と分担荷重 
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可能なため，図-16(a), (b)に示すように分担荷重は増加し

ている．一方，図-16(c)に示すように，高力ボルト（BO）

では分担荷重が頭打ちになるが，他の孔位置での荷重伝

達により，継手の全体荷重は引き続き増加している． 

 最終的には，リベットの分担荷重が約160 kNのときに

継手全体の変位が急増している．このときのリベット応

力分布をみると，リベット断面全体にわたって降伏領域

が広がっていることから，併用継手では，高力ボルトが

摩擦限界に達し，かつ，リベットが降伏することにより

継手としての降伏限界に至る．なお，式(1), (2)により求

められるリベット 1本あたりの降伏耐力は約 146 kNであ

り，降伏限界時のリベットの分担荷重と比較的近い値で

ある．計算値が若干小さいのは，リベット径を呼び径と

して計算していることや，計算ではリベット軸力の影響

を考慮していないためであると考えられる． 

 このように併用継手では，高力ボルトの配置によらず，

ボルトの分担荷重がすべり耐力に達し，かつ，リベット

の分担荷重が降伏耐力に達したときに継手としての降伏

限界に至ると考えられる．つまり，4 章の実験において，

降伏限界荷重はリベットおよび高力ボルト 1本あたりの

降伏耐力とすべり耐力の累加により算出できる可能性を

示したが，これらの結果はそれを裏付けるものであると

いえる． 

 

(4) 破断モードの推定 

 解析において最大荷重に至る過程での変形の様子から，

併用継手の破断モードの推定を試みた．解析における最

大荷重時の変形図を図-17に示す．図-17(a)には母材純断

面の引張破断の例として試験体A5の結果を，図-17(b)に

はすべてのリベットおよび高力ボルトがせん断破壊した

例として試験体 B3 の結果を，図-17(c)には図-9(c)に示す

複合的な破断の例として試験体 B4 の結果をそれぞれ示

している．変形の倍率はすべて 1倍である． 

 図-17(a)をみると，外側の孔位置での母材純断面に絞

りがみられ，内側と中間の孔位置周辺に局所的な変形を

確認できる．一方で，リベットおよびボルトの変形は小

さい．この試験体では母材純断面で破断しており，変形

状況と破断モードはおおむね対応している．また図-

17(b)では，母材の変形は小さい一方で，リベットや高

力ボルトのせん断変形が比較的大きいことがわかる．こ

の結果も試験体の破断モードと一致している．図-17(c)

からは，外側のリベットと中間の高力ボルトのせん断変

形が大きく，内側のボルトにはほとんど変形が生じてい

図-18 対象とした 2行 2列配置の併用継手 

 

(a) 継手の形状および寸法（単位：mm） 

(b) 配置パターン（ケースC1 ~ C8） 

508032

50

φ20.5
12

19
12

50

75

℄

母材連結板

載荷方向℄

C1

リベット

高力ボルト℄

C2

℄

C3

℄

C4

℄

C5

℄

C6

℄

C7

℄

C8

図-17 最大荷重付近での変形図（変形倍率：1倍） 

 

(a) 試験体A5（母材純断面破断） 

(b) 試験体B3（リベット・ボルトの破断） 

(c) 試験体B4（複合的な破断） 
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ないこと，また，母材のはしあき部においても比較的大

きな変形が生じていることを確認できる．この結果にお

いても，変形が集中した領域と図-9(c)に示す破断モード

は対応している．なお，いずれの場合も，局所的に変形

が集中した領域では 0.2 ~ 0.3 程度のひずみが生じていた．

これらの結果から，最大荷重に至る過程での変形状況か

ら併用継手の破断モードを解析的に推定できると考えら

れる． 

 以上より，本研究で設定したモデルおよび解析条件に

おいて，併用継手を再現した有限要素解析により，高力

ボルトへの取替えによる降伏耐力の変化や破断モードを

予測できるといえる．そこで次章において，複数行配置

の継手に対して解析的な検討を加えた． 

 

 

6. 複数行配置の併用継手に対する解析的検討 

 

 これまで 1行 3列配置の併用継手の各限界状態に対し

て検討してきたが，実橋ではリベットが複数行配置され

ている場合も多く，そのような継手に対する検討も必要

である．そこで，複数行配置の簡単な例として，2 行 2

列配置の継手を Cシリーズとして設定し，5章の解析方

法により降伏耐力や破断モードの予測を試みた． 

 

(1) 対象とした継手 

 対象とした継手の形状および寸法を図-18 に示す．図

中にはリベットと高力ボルトの配置パターンも示してい

る．継手寸法は，縁端距離や中心間隔などの規定 18), 19)を

満たしつつ，予想される計算上の破断モードができるだ

け多岐にわたるよう設定した．板構成は試験体Bシリー

ズと同様であり，母材に19 mmの，連結板に12 mmの鋼

板をそれぞれ用いた．また，母材の降伏がリベットの降

伏よりも先行しないように設計し，4 章の試験体と同様

に，高力ボルト 1本あたりのすべり耐力がリベット 1本

あたりの降伏耐力よりも小さい状態を想定した．配置パ

ターンは，リベットまたは高力ボルトのみであるケース

C1 と C8，両者を併用したケース C2 ~ C7 の計 8 種類と

し，併用継手には幅方向に非対称な配置を考慮した． 

 

(2) 解析方法 

 解析方法は 5章と同様である．幅方向の配置パターン

は非対称なものがほとんどであるため継手の全幅をモデ

ル化している．それにあわせて，モデルが剛体移動しな

いように幅方向の変位の拘束を追加している．材料構成

則や摩擦係数については，試験体Bシリーズの再現解析

と同じものを用いた． 

 

(3) 降伏限界荷重 

 解析により得られた降伏限界荷重を表-8に示す．表中

には式(5)より計算した降伏耐力も示している．計算値

と解析結果はおおむね傾向が一致しており，複数行配置

の場合も，配置パターンによらず，リベットの降伏耐力

と高力ボルトのすべり耐力の累加が成り立つとして継手

の降伏耐力を予測できると考えられる． 

 

(4) 終局限界における変形状況 

 最大荷重時の変形図の例を図-19 に示す．図中には母

材のみ示しており，その向きは図-18 と同様である．図-

19(a)は1列目に高力ボルトを1本配置したケースC2の，

図-19(b)は1列目と2列目にボルトを1本ずつ配置したケ

表-8 2行 2列配置の継手に対する計算結果と解析結果の比較 

配 

置 

降伏限界荷重 (kN) 終局限界荷重 (kN) 解析による

推定破断 

モード 
計算値 解析値 

計算値 

(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h) (i) (j) (k) (l) (m) (n) 

C1 
640 

(1.00) 

619 

(1.00) 
1382 840 1718 1313 1976 1773 1408 1571 1205 2311 1696 1576 1080 960 (b) 

C2 
568 

(0.89) 

541 

(0.87) 
1382 1023 1718 1496 1976 1773 1408 1754 1389 2311 1696 1576 1264 1144 (b) 

C3 
568 

(0.89) 

550 

(0.89) 
1382 1023 1718 1313 1976 1773 1408 1571 1205 2311 1696 1576 1080 960 (n) 

C4 
496 

(0.78) 

476 

(0.77) 
1382 1207 1718 1496 1976 1773 1591 1754 1389 2311 1696 1759 1264 1144 (n) 

C5 
496 

(0.78) 

476 

(0.77) 
1382 1207 1718 1496 1976 1773 1408 1754 1389 2311 1696 1576 1264 1144 (n) 

C6 
424 

(0.66) 

402 

(0.65) 
1382 1390 1718 1496 1976 1773 1591 1754 1572 2311 1696 1759 1264 1327 (m) 

C7 
424 

(0.66) 

401 

(0.65) 
1382 1390 1718 1679 1976 1956 1591 1937 1572 2311 1879 1759 1447 1327 (n) 

C8 
352 

(0.55) 

332 

(0.54) 
1382 1573 1718 1679 1976 1956 1774 1937 1755 2311 1879 1942 1447 1510 (a) or (m) 

*：括弧内の数値はリベットのみの結果（C1）に対する比率を表す 
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ースC4の，図-19(c)は1列目に1本，2列目に2本のボル

トを配置したケース C6 の結果である．変形倍率は 1 倍

である． 

 ケース C2 の場合，リベットおよび高力ボルトのせん

断変形が大きく，母材の変形は比較的小さい．ケース

C4では，2列目に配置した高力ボルト以外で，リベット

とボルトのせん断変形が大きく，母材ではボルトを配置

した孔のはしあき部に変形が集中している．ケース C6

では，1 列目のリベットと高力ボルトのせん断変形およ

び母材はしあき部の変形が比較的大きい． 

 このように，2 行 2 列配置の併用継手の場合も，ボル

トの位置や本数によって最大荷重に至る過程での変形状

況が異なる．つまり，リベットの取替え位置によって破

断モードが変化すると推察される．そこで，1 行 3 列配

置の場合と同様に，簡単な最大耐力の計算により破断モ

ードを推定し，解析による予測結果との比較を試みた． 

 

(5) 破断モードの推定 

a) 最大耐力の算出方法 

 想定した破断モードには，1 行 3 列の併用継手と同様

に，複数行継手にみられる中抜け，外抜け，はし抜けの

それぞれの破断 25)とリベットおよび高力ボルトのせん断

破壊を組み合わせた複合的な破断形式も考慮し，図-20

に示す 14 パターンを設定した．それぞれの最大耐力の

算出方法を以下に述べる． 

 母材純断面の引張破断に対する最大耐力 Fnu（破断モ

ード(a)）と，すべてのリベットおよび高力ボルトがせん

断破壊するときの最大耐力 Frbu（破断モード(b)）は，そ

れぞれ式(6), (7)により算出する． 

 破断モード(c) ~ (n)の中抜け，外抜け，はし抜けのそれ

ぞれの破断と，リベットおよび高力ボルトのせん断破壊

が複合的に生じる場合の最大耐力は，各破断の累加が成

り立つとして次のように求める．まず，中抜け，外抜け，

はし抜けの各破断に対する最大耐力 Ppuは，鋼構造接合

図-19 2行 2列配置の併用継手における最大荷重付近での変形図（変形倍率：1倍） 

 

(a) ケースC2 (b) ケースC4 (c) ケースC6 

模式図 

     

破断 

モード 

(a) (b) (c) (d) ×印はリベット・

ボルトのせん断破

壊を表す 
母材純断面破断 

リベット・ボルト

のせん断破壊 

中抜け破断とリベット・ボルトの 

せん断破壊の組合せ 

模式図 

     

破断 

モード 

(e) (f) (g) (h) (i) 

外抜け破断とリベット・ボルトのせん断破壊の組合せ 

模式図 

     

破断 

モード 

(j) (k) (l) (m) (n) 

はし抜け破断とリベット・ボルトのせん断破壊の組合せ 

図-20 2行 2列配置の併用継手に対して想定した破断モード 

 

：
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部設計指針 25)を参考に，次式により算出する． 

 ( )0.5pu nt ns puP A A= + σ  (11) 

ここで，Antは有効引張断面積，Ansは有効せん断断面積

であり 25)，中抜け破断の場合は式(12)を，外抜け破断の

場合は式(13)を，はし抜け破断の場合は式(14)をそれぞれ

用いることとする． 

 ( )ntA g D t= −  (12a) 

 
1 ,{ ( 1) }ns u i

i

A e n p t= + −  (12b) 

 
2

2
nt e

D
A n e t

 
= − 

 
 (13a) 

 
1 ,{ ( 1) }ns u i

i

A e n p t= + −  (13b) 

 0ntA =  (14a) 

 
1 ,2{ ( 1) }ns u i

i

A e n p t= + −  (14b) 

ここで，e1ははしあき，e2はへりあき，p, g, Dはそれぞれ

リベット孔のピッチ，ゲージ，径であり，t は母材の板

厚である（図-11 参照）．また，nu, iは想定するせん断破

断線上にあるリベット孔の数であり，添え字の i は行番

号（図-20 中の上から i = 1, 2とする）を表している．式

(12b), (13b), (14b)における Σは，各行においてせん断断面

積を計算し，それを足し合わせることを意味する．式

(13a)の neは破断するへりあき部の数である．例えば，破

断モード(f)では，nu, 1 = 2, nu, 2 = 1, ne =2となる． 

 破断モード(c) ~ (n)の複合破断に対する最大耐力 Fcuは，

式(11) ~ (14)による中抜け，外抜け，はし抜けに対する最

大耐力と，式(7)によるリベットおよび高力ボルトの最

大耐力の累加が成り立つとして，次式により求める． 

 
cu ru bu puF P P P=  +  +   (15) 

ここで，Σは各最大耐力の和をとることを表す． 

b) 推定結果と解析結果の比較 

 想定した各破断モードに対して計算した最大耐力を表

-8中に示している．なお，各最大耐力のうち最小値を灰

色で塗りつぶしている．また表中には，解析により得ら

れた変形状況から推定される破断モードもあわせて示し

ている． 

 いずれの配置パターンにおいても，計算により推定し

た破断モードは解析による変形状況とおおむね一致して

いる．このことから，実験による検証が不可欠ではある

ものの，1 行配置に対して得られた破断モードや最大耐

力の予測方法を複数行配置にもそのまま適用できると考

えられる． 

 

 

7. まとめ 

 

 本研究では，リベットと高力ボルトを併用した継手に

対する引張試験と，それを再現した有限要素解析を行い，

併用継手の力学的挙動や限界状態，および継手耐力の評

価法について検討した．得られた主な結果を以下に示す． 

・リベットに導入された軸力を計測した結果，降伏軸力

の 70%以上の軸力がリベットに導入されることを示し

た．これは，過去の計測結果と同程度であった． 

・リベットと高力ボルトの配置パターンによらず，リベ

ット 1本あたりの降伏耐力とボルト 1本あたりのすべ

り耐力を累加することにより，併用継手の降伏耐力を

予測できることを示した． 

・リベットの取替え位置によって破断状況（破断モード）

が変化することを明らかにした． 

・併用継手に対して想定される各破断モードに対して計

算した最大耐力を比較することにより，併用継手の破

断モードを推定できることを示した． 

・併用継手の引張試験を再現した有限要素解析により，

リベット継手や高力ボルト継手と同様に，併用継手の

分担荷重は外側の孔位置で大きくなることを示した． 

・載荷初期段階での各孔位置における荷重伝達割合は，

継手内に支圧接合と摩擦接合が共存した状態でも，リ

ベット継手のそれと同程度であることを明らかにした． 

・本研究で設定したモデルおよび解析条件において，有

限要素解析により得られた最大荷重に至る過程での変

形状況から，併用継手の破断モードを推定できること

を示した． 

・複数行配置の併用継手に対しても，1 行配置の継手に

対して得られた予測方法をそのまま適用できると考え

られるが，この点に関しては実験による検証が不可欠

である． 

 本研究により，リベットを部分的に高力ボルトに置き

替えた併用継手の降伏耐力は，リベットの降伏と高力ボ

ルトのすべりによって降伏限界に至る場合，接合面の状

態によっては健全なリベット継手のそれを下回る可能性

があることが示された．このような場合にはリベットに

よる補修が有効であると考えられる．しかし，現場での

リベット施工においては，安全性の確保や効率化，品質

管理の面で課題があり，それらを解決するためのリベッ

トの加熱や締結に関する技術革新が望まれる． 
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MECHANICAL BEHAVIOR AND STRENGTH EVALUATION OF  

COMBINATION JOINTS USING RIVETS AND HIGH-STRENGTH BOLTS 

 

Takeshi HANJI, Shunya SUMI, Kazuo TATEISHI, Masaru SHIMIZU, 

Yasushi NAGASAKA and Toshio TAKEBUCHI 

 
In riveted bridges, generally, rivets deteriorated with loosening and corrosion are replaced with high-

strength friction-type bolts. In this case, both riveted and bolted connections which have different load 

transfer mechanism coexist in the same joint, however, the mechanical behavior and limit states of the rivet-

and-bolt combination joints have not been well investigated yet. In this study, in order to investigate the 

mechanical behavior and limit states of the combination joints using rivets and bolts, static tensile tests 

were performed on specimens with different arrangement of rivets and bolts. Moreover, finite element 

analysis was performed to investigate load transfer mechanism in the combination joints. Based on the 

experiment and analysis, the evaluation method for the strength of the combination joints was indicated. 
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